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事業概要 
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地元の産官学と県外企業の連携により事業実施 
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• 米子市 

代表提案団体 

• 鳥取県 

• 国立米子工業高等専門学校 

• 株式会社 中海テレビ放送【プロジェクトマネジメント】 

• ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社 

共同提案団体 

• 株式会社 ユビテック 

• 古河電気工業株式会社 

• 長沼商事株式会社 

• 大崎電気工業株式会社 

• 日本ラッド株式会社 

• 株式会社サテライトコミュニケーションズネットワーク 

• 東亜ソフトウェア株式会社 

• 株式会社ケイズ 

• 日産プリンス鳥取販売株式会社 

• 岡田電工株式会社 

事業協力団体 

（順不同） 



事業目的は、新たな生活価値を創出すること 
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本委託事業では、以下に示す住民サービスに関する実証プロジェクトを実施することで、
自治体とケーブルテレビ局、市民が、平時・災害時にＩＣＴを活用して連携し、放送・通信・
エネルギーの融合による新たな生活価値を創出することを目的とする 

• ライフスタイルに応じた節電支援とエネルギー地産地消 

• 個人と専門機関が連携した健康管理 

• 個人の健康に応じた環境測定情報提供  

平時 

• テレビによる情報弱者への個別災害情報提供 

• 停電時の避難所･ＥＶへの電力供給 

• カーシェアＥＶによる要援護者の避難支援 

災害時 



地域の課題は、災害時の電力供給と健康づくり 
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最優先されるべき領域 

充足していない 

重
要
で
あ
る 

（出典）鳥取県民ライフスタイル意識調査 調査結果報告書［平成24年3月：鳥取県］ 

平成２３年豪雪 



達成目標は｢とっとり幸せの感じ方指標値｣2.5ptアップ 

6 

• 「とっとり幸せの感じ方指標値」とは、鳥取発次世代社会モデル
創造特区において“暮らしの豊かさ”を指標化したもの 

• 2.5ptアップは、特区事業における目標（7.5ptアップ）の1/3を達
成する水準 



特区事業ではｅ-モビリティ交通サービスを推進 
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実証プロジェクトの紹介 
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本事業における３つのキーワード 

健康づくり 

エネルギー 防災・減災 
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健康づくり修正.wmv
エネルギー修正.wmv
防災減災修正.wmv


市内60世帯に実証機器を設置 
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体組成計 血圧計 活動量計 タブレット端末 

ＨＥＭＳ 赤外線学習リモコン ＴＶテロッパー 



実証プロジェクトの実施結果 
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①エネルギー分野 
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蓄電池充放電により30分同時同量を達成 
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• ＨＥＭＳと連動した蓄電池充放電システムの運用実証 



住宅用蓄電池であれば3kWh程度の容量が必要 
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電力センサを検定済スマートメーターに更新 
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• 1分間隔でのデータ取得 

• 機器設置や通信状況等に関する課題を把握 

電力センサ スマートメーター 



②健康づくり分野 
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最も利用頻度が多かったのは活動量計 
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• 商用サービスとして利用する可能性があるのは全体の
42.5％の割合（利用希望金額：平均562円/月） 

• ただし、データ登録方法に課題あり（自動データ登録の
ニーズが高い） 

• ランキング形式の導入によるゲーム性の付加は好評 



体組成計や血圧計は必要性の高い人が継続利用 
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未病データは医療機関でも貴重なデータ 
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• 医療機関と連携したサービス化の可能性を確認 



③防災・減災分野 
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停電時を想定し、市役所災害対策本部へ電力供給 
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• 最大3kW使用で約2日分の蓄電容量を常時確保 



停電時を想定し、淀江支所（避難所）へ電力供給 
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• 電気自動車が、要援護者・避難物資と電力を運ぶ 



災害時には多様な情報発信手段が必要 
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• ＴＶテロッパーで災害情報が届くのは、最大で設置世帯
の25％程度 

• 行政防災無線のほか、放送や通信等を用いた多様な情
報発信手段が必要（データ放送、ＨＰ、メール、ＳＮＳ等） 



④共通プラットフォーム 
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共通ＩＤにより、公共・民間のサービスを利用 
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シンポジウム・取材・広報 
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シンポジウムに市民150名が参加 
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平成26年1月30日開催 



事業紹介番組を制作・放送し、市民に広報 
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取材：計８回 広報：計８５回 



事業評価と今後の展開 
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指標値目標2.5アップに対し、5.04ptアップ 
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58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

平成24年度 平成26年度

（実証非参加）

平成26年度

（実証参加）

と
っ
と
り
幸
せ
の
感
じ
方
指
標
値

実証参加者は

5.04ptアップ！

（pt）

目標達成 



今後は、実証成果を活かしてサービス展開 
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• 地域エネルギーサービス事業として商用化 

エネルギー分野 

• 商用化に向けて、自動データ登録に関する課題解決
の必要あり 

健康づくり分野 

• 公共情報コモンズとの連携により、ケーブルテレビ、
ホームページ、アプリ等での情報提供サービスを開
始予定 

防災・減災分野 



地域エネルギーサービス会社の設立へ 
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• 米子市では、地域エネルギーサービス会社、地域エネ
ルギーインフラ会社を設立し、新たな産業を創出する計
画を検討中 

地域エネルギー
サービス会社
（PPS・熱供給）

地域エネルギー
インフラ会社

日本卸電力
取引所

公共施設
（コジェネ）

地域再エネ
（ＩＰＰ）

地域金融機関自治体（市・県）市 民

公共施設

オフィスビル

住宅
（集合・戸建）

地元企業

ﾌｧﾝﾄﾞ

：エネルギー ：カネ ：サービス

出資or融資
配当or返済

出資・配当

インフラ利用料インフラ提供

需給調整

出資or融資
配当・返済【地域金融機関等】

出資・配当

注）上記モデルは、ＰＰＳを中心としたエネルギー需給の関係を示している。このため、送配電事業の記載は省略している。

本事業による実証成果
を活用し、新事業創出


